５障第 239号
令和５年６月５日

本市が所管する
社会福祉法人の代表者　　様　

長野市長　荻原健司
（公 印 省 略）

社会福祉法人の計算書類等の届出及び社会福祉充実計画の承認申請について（通知）

　深緑の候、ますます御清祥のこととお喜び申し上げます。

　平素本市の福祉行政に御協力をいただき、お礼申し上げます。

　さて、社会福祉法人は、社会福祉法第59条及び同法施行規則第９条の規定により、毎会計年度終了後三月以内に、計算書類等を所轄庁に届け出なければならないとされています。また、社会福祉法第55条の２の規定により、社会福祉充実残額の算定を行い、社会福祉充実残額が生じた場合には、社会福祉充実計画案を策定し、法第59条の届出と同時に所轄庁に対して申請を行わなければならないとされています。

　つきましては、下記により６月30日（金）までに障害福祉課へ提出してください。
　

記

１　計算書類等の提出書類及び提出方法
	共通№
	提出書類
	提出方法
	備考

	１
	現況報告書
	財務諸表等電子開示システムへの登録による
（※１）
	※２「事業概要等様式について」別紙１

	２
	計算書類（貸借対照表、事業活動計算書、資金収支計算書、注記含む）
	
	※３「会計省令」第一号第一様式～第三号第四様式

※４「運用上の取扱い」別紙1,2

	３
	財産目録
	
	※４ 「運用上の取扱い」別紙４

	４
	充実残額算定シート
	
	※２ 「事業概要等様式について」

別紙２

	５
	社会福祉充実計画（新たに計画を策定する場合）
	
	※５ 「社会福祉充実計画承認等について」別紙１

	６
	計算書類の附属明細書（作成を省略したものを除く）
	
	※４ 「運用上の取扱い」別紙３（①～⑲）

	７
	事業報告及び付属明細書
	
	

	８
	監査報告（会計監査報告含む）
	
	＜別紙１：監査報告書の様式例＞参照

	９
	役員等名簿
	
	

	10
	報酬等の支給の基準を記載した書類
	
	＜別紙３：「３その他」＞を参照

	11
	事業計画（定款で作成することになっている場合）
	
	

	12
	計算書類等提出票
	書面又は電磁的方法による
	＜別紙２：計算書類等提出票＞

	（裏面に続く）

	


　
※１　財務諸表等電子開示システムへの登録による届出ができない場合は、提出方法等について事前に担当
課に相談してください。

※２　事業概要等様式について：「社会福祉法人が届け出る「事業の概要等」等の様式について」（平成29年3月29日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局長ほか連名通知：平成31年３月29日最終改正）

※３　会計省令：社会福祉法人会計基準（平成28年厚生労働省令第第79号：平成30年３月20日最終改正）
　※４　運用上の取扱い：「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて」（平成28年3月31日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局長ほか連名通知：令和３年11月12日最終改正）

　※５　社会福祉充実計画承認等について:「社会福祉法第55条の２の規定に基づく社会福祉充実計画の承認等について」（平成29年1月24日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局長ほか連名通知：令和２年３月30日最終改正）

２　社会福祉充実計画承認申請書の提出書類及び提出方法（新たに計画を策定する場合）
	№
	提出書類
	提出方法
	備考

	１
	社会福祉充実計画の承認申請について
	書面（Ａ４、２部）による
	※５「社会福祉充実計画承認等について」別紙４-様式例①

	２
	令和○年度～令和○年度　社会福祉法人○○　社会福祉充実計画
	
	・※５「社会福祉充実計画承認等について」別紙１

・１の№６を印刷したもの

	３
	社会福祉充実計画策定に係る評議員会議事録（写）
	
	

	４
	公認会計士・税理士等による手続き実施結果報告書（写）
	
	※５「社会福祉充実計画承認等について」別紙２-様式例

	５
	社会福祉充実残額の算定根拠
	
	・※２「事業概要等様式について」別紙2
・１の№５を印刷したもの

	６
	その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料
	
	


　※前年度までに策定した社会福祉充実計画について変更等が必要な場合は、変更に係る承認
申請等の手続きをお願いします。
３　提出先及び提出期限
(1) 提 出 先    長野市保健福祉部　障害福祉課　指定給付担当

(2) 提出期限    令和５年６月30日（金）

４　その他

(1) 平成28年11月11日改正の「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月１日付厚生省大臣官房障害保健福祉部長外通知）において、現況報告書等の届出は、財務諸表開示システムに記録する方法により行うことが望ましいとされていますので、同システムによる提出にご協力をお願いします。
　(2) 現況報告書の作成に当たっては、現況報告書記載要領の１ページ【共通事項】を必ず確認し、非公開情報の取扱いに十分注意してください。
  (3) 社会福祉法の改正に伴い、社会福祉法人は＜別紙３＞の内容を、インターネットを利用して公表する必要があります。詳細は＜別紙３＞をご覧ください。


担　当：保健福祉部　障害福祉課


　　　　指定給付担当　佐藤・伊藤


電　話：０２６－２２４－８３８２


メール：shougai@city.nagano.lg.jp








